
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
の
考
え
方

　

本
市
が
１
市
４
町
４
村
で
合
併
し
誕
生
し
て

か
ら
９
年
目
を
迎
え
ま
し
た
。

　

こ
れ
ま
で
、｢

薩
摩
川
内
市
総
合
計
画｣

を
基

に
地
域
の
一
体
感
醸
成
や
市
全
体
の
均
衡
あ
る

発
展
に
取
り
組
み
な
が
ら
、
行
財
政
運
営
に
つ

い
て
も
、｢

薩
摩
川
内
市
市
政
改
革
大
綱｣｢
薩

摩
川
内
市
財
政
健
全
化
計
画
・
中
長
期
財
政
運

営
指
針（
現
：
薩
摩
川
内
市
中
長
期
財
政
運
営

指
針
）｣｢

薩
摩
川
内
市
定
員
適
正
化
方
針｣

な
ど

の
方
針
を
定
め
て
お
り
ま
す
。
こ
れ
ら
に
よ
り

職
員
数
の
適
正
化
に
よ
る
人
件
費
の
抑
制
、
組

織
機
構
の
見
直
し
、
民
間
委
託
へ
の
積
極
的
取

り
組
み
、
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
な
ど
さ
ま

ざ
ま
な
手
法
に
よ
り
経
費
削
減
や
市
政
運
営
の

効
率
化
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化
に
よ
る

集
落
機
能
の
低
下
、
産
業
振
興
と
雇
用
確
保
、

安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り
な
ど
多
く
の
課
題

に
加
え
、
財
政
運
営
に
お
い
て
は
、
平
成
27
年

度
か
ら
は
じ
ま
る
地
方
交
付
税
の
合
併
特
例
措

置
の
段
階
的
縮
減
に
伴
う
財
源
の
減
少
と
い
う

大
き
な
課
題
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ま
で
も
こ
の

課
題
を
見
据
え｢

中
長
期
財
政
運
営
指
針｣

に
基

づ
き
、
人
件
費
や
公
債
費
な
ど
の
削
減
に
取
り

組
ん
で
き
ま
し
た
が
、
今
後
は
よ
り
具
体
的
な

対
策
や
道
筋
を
示
し
対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
地
方
交
付
税
の
特
例
措
置
が
終
了

す
る
平
成
32
年
度
ま
で
の
財
政
運
営
の
方
向
性

を
示
す
も
の
と
し
て
、
経
費
削
減
の
手
法
な
ど

を
可
能
な
限
り
具
体
的
に
明
示
し
た｢

薩
摩
川

内
市
財
政
運
営
プ
ロ
グ
ラ
ム｣

を
策
定
し
ま
し

た
。

　

同
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
内
容
を
広
く
市
民
の
皆
さ

ん
に
知
っ
て
い
た
だ
く
た
め
、
今
号
か
ら
４
回

に
分
け
概
要
を
掲
載
し
ま
す
。

　

今
回
は
第
１
回
目
と
し
て
、「
現
状
で
の
財

政
予
測
」「
財
政
運
営
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
具
体
的
な

対
応
策
」に
つ
い
て
掲
載
し
ま
す
。

地
方
交
付
税
の
合
併
特
例
措
置

　

地
方
交
付
税
の
合
併
特
例
措
置
と
は
、
合
併

後
10
年
間
は
合
併
関
係
市
町
村
が
合
併
し
な

か
っ
た
場
合
と
同
様
に
算
定
し
、
そ
の
後
５
年

間
に
つ
い
て
は
段
階
的
に
縮
減
さ
れ
る
も
の
で

す
。
合
併
後
の
行
財
政
改
革
を
ス
ム
ー
ズ
に

行
っ
て
い
く
た
め
の
財
源
措
置
で
、
削
減
に
よ

る
影
響
額
は
平
成
24
年
度
交
付
税
額
を
基
に
算

定
す
る
と
表
１
の
よ
う
に
、
平
成
32
年
度
時
点

で
約
40
億
円
の
削
減
、
ま
た
段
階
的
に
削
減
さ

れ
る
５
年
間
の
影
響
額
の
累
計
は
約
１
０
０
億

円
に
及
ぶ
と
試
算
し
て
い
ま
す
。

《
ポ
イ
ン
ト
》

ア　

合
併
特
例
措
置
が
な
く
な
る
地
方
交
付
税

　
　

の
影
響
額
は
、
平
成
32
年
度
時
点
で
平
成

　
　

24
年
度
と
比
較
す
る
と
約
40
億
円
の
削
減

イ　

平
成
27
年
度
か
ら
平
成
31
年
度
ま
で
の
累

　
　

計
で
は
約
１
０
０
億
円
の
削
減

現
状
で
の
財
政
予
測

　

こ
れ
ま
で
、
中
長
期
財
政
運
営
指
針
に
基
づ

き
行
っ
て
き
た
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
や
合
併

後
行
っ
て
き
た
事
業
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
規
模

や
支
所
な
ど
の
施
設
機
能
な
ど
を
次
の
と
お
り

の
現
状
レ
ベ
ル
で
保
持
し
継
続
し
た
財
政
運
営

（
①
職
員
数
は
平
成
27
年
度
以
降
１
１
０
０
人

規
模
を
維
持
、
②
普
通
建
設
事
業
費
は
平
成
26

年
度
以
降
74
億
円
を
維
持
、
③
施
設
数
は
現
時

点
保
有
数
１
２
３
０
施
設
を
維
持
）を
行
う
と

し
た
場
合
の
財
政
予
測
は
表
２
の
よ
う
に
な
り

ま
し
た
。

　

結
果
は
非
常
に
厳
し
い
も
の
と
な
り
、
家
計

で
い
え
ば
貯
金
に
該
当
す
る
積
立
基
金
の
残
高

が
、
平
成
32
年
度
に
お
い
て
平
成
24
年
度
残
高

約
１
４
５
億
円
か
ら
約
10
億
円
ま
で
取
り
崩
す

結
果
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
基
金
が
ほ
ぼ
枯

渇
し
た
状
態
に
な
り
、
後
年
度
の
財
政
運
営
に

支
障
を
き
た
す
事
態
と
な
る
こ
と
を
意
味
し
て

い
ま
す
。

　

こ
の
打
開
策
と
し
て
は
、
歳
入
を
増
や
す
か
、

歳
出
を
削
減
す
る
か
、
い
ず
れ
か
の
方
策
を
執

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。、
現
在
の
社
会
経
済
状

況
を
考
え
た
場
合
に
、
飛
躍
的
な
歳
入
の
増
加

と
な
る
要
素
が
見
込
め
な
い
た
め
、
歳
出
経
費

の
抑
制
に
取
り
組
ま
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
こ
の

た
め
、
今
後
に
お
い
て
は
歳
出
経
費
の
中
で
構

成
額
や
構
成
割
合
の
大
き
い
人
件
費
、
普
通
建

設
事
業
費
、
物
件
費
な
ど
に
焦
点
を
あ
て
た
歳

出
構
造
の
見
直
し
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま

す
。

《
ポ
イ
ン
ト
》

ア　

平
成
32
年
度
に
は
基
金
残
高
が
ほ
ぼ
枯
渇

　
　

す
る
た
め
、
後
年
度
の
財
政
運
営
に
支
障

　
　

を
き
た
す
。

イ　

現
状
の
歳
出
構
造
を
見
直
す
。

財
政
運
営
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
の
取
り
組
み

　

本
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
①
人
件
費
の
削
減
、

②
施
設
の
統
廃
合
、
③
普
通
建
設
事
業
費

と
維
持
補
修
費
の
規
模
見
直
し
、
④
事
業

見
直
し
の
４
項
目
で
経
費
削
減
を
図
る
こ

と
に
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
同
時
に
、
産
業
の
育
成
や
雇
用
の

確
保
な
ど
将
来
の
市
政
発
展
へ
つ
な
が
る

分
野
を
成
長
戦
略
分
野
に
設
定
し
、
投
資

の
重
点
化
に
取
り
組
み
ま
す
。

《
ポ
イ
ン
ト
》

財
政
運
営
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
５
つ
の
柱

１　

人
件
費
の
削
減

２　

施
設
の
統
廃
合

３　

普
通
建
設
事
業
費
と
維
持
補
修
費
の

　
　

規
模
見
直
し

４　

事
業
見
直
し

５　

成
長
戦
略
の
展
開

お
知
ら
せ

　

こ
れ
か
ら
残
り
３
回
の
シ
リ
ー
ズ
で
そ

れ
ぞ
れ
の
柱
の
取
り
組
み
内
容
な
ど
を
掲

載
し
て
い
き
ま
す
。
次
回
以
降
の
掲
載
予

定
は
次
の
と
お
り
で
す
。

「
人
件
費
の
削
減
、
施
設
の
統
廃
合
」

　

広
報
薩
摩
川
内
№
２
０
１

　
（
２
月
下
旬
発
行
）

「
普
通
建
設
事
業
費
と
維
持
補
修
費
の
規

模
見
直
し
、
事
業
見
直
し
」

　

広
報
薩
摩
川
内
№
２
０
２

　
（
３
月
上
旬
発
行
）

「
成
長
戦
略
の
展
開
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
行

後
の
財
政
見
通
し
、
着
実
な
実
行
に
向
け

て
」

　

広
報
薩
摩
川
内
№
２
０
３

　
（
３
月
下
旬
発
行
）

　

今
後
の
本
市
の
財
政
運
営
の
方
向
性
を

示
し
た
内
容
と
な
り
ま
す
の
で
、
ぜ
ひ
、

ご
一
読
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
既
に
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
あ
り
ま
す
の
で
、

ご
覧
く
だ
さ
い
。

【
掲
載
場
所
】

｢

ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ｣ ‒｢

行
政
情
報｣‒｢

財
政｣ ‒

｢

財
政
運
営
プ
ロ
グ
ラ
ム｣

｢
薩
摩
川
内
市
財
政
運
営
プ
ロ
グ
ラ
ム｣

を

策
定
し
ま
し
た

項　目 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
歳入総額 545 529 514 511 507 503 500 499 504
歳出総額 527 508 492 491 488 485 482 481 486
積立金残高 146 138 134 136 128 111 85 51 10
地方債残高 525 517 497 470 444 421 399 385 371

款 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
市税 111 110 110 106 105 104 101 100 99
地方交付税 176 181 183 179 167 157 149 139 138
国庫支出金 77 71 67 73 74 74 75 75 76
県支出金 38 35 34 40 40 40 40 41 41
市債 54 56 46 46 46 46 46 46 46

歳出目的別 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
人件費 95 94 93 93 93 93 94 95 95
物件費 56 55 56 57 58 58 58 59 60
普通建設事業費+維持補修費 106 102 83 83 83 83 83 83 83
扶助費 96 98 99 100 101 102 103 103 104
補助費等 24 24 24 24 24 24 24 24 24
公債費 73 73 74 70 66 63 58 54 57

現状で推移したときの財政予測

主な歳入内訳

主な歳出内訳

表２

表1

【問合先】＝本庁財政課　　（23）5111（内線4731）

《平成24年度ベースでの平成27年度から平成32年度までの交付税試算》

（削減額）　△4　　△12　　△20　　△28　　△36　　△40
24年度　27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

10
割 9

割 7
割 5

割 3
割 1割

影響額は、平成27～31年度の5年間
で100億円に及ぶ

平成32年度
時点の削減額
40億円

合併算定替154
150

142
134

126
118 一本算定

114

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

※3

※4

※
1

※
2

（単位：億円）

※
１　

普
通
建
設
事
業
費

　
　

道
路
、
橋
、
農
林
水
産
施
設
、
住
宅
、
学
校
、

　
　

庁
舎
な
ど
公
共
用
ま
た
は
公
用
施
設
の
新
増

　
　

設
・
改
良
な
ど
を
行
う
建
設
事
業
に
要
す
る
投

　
　

資
的
経
費

※
２　

物
件
費

　
　

賃
金
、
旅
費
、
消
耗
品
費
、
通
信
運
搬
費
、
備

　
　

品
購
入
費
、
委
託
料
な
ど
消
費
的
性
質
を
有
す

　
　

る
経
費
の
総
称

※
３　

扶
助
費

　
　

社
会
保
障
制
度
の
一
環
と
し
て
地
方
公
共
団
体

　
　

が
、
法
令
な
ど（
生
活
保
護
法
、
児
童
福
祉
法
、

　
　

老
人
福
祉
法
な
ど
）に
基
づ
き
、
受
給
者
な
ど

　
　

に
対
し
生
計
費
の
支
援
に
要
す
る
経
費

※
４　

補
助
費
等

　
　

各
種
団
体
に
対
す
る
補
助
金
な
ど
に
係
る
支
出

　
　

経
費
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